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一、問題の提起
今日，世界の多くの国が製造業を含めて経済の持続的な発展を進めている
中で，技術革新が国内外で注目されている。製造業の持続的発展は，21世紀
において多くの国が直面している重大な課題である。持続的な発展では，産
業成長における資源，環境，労働力の調和的発展だけでなく，製造業におけ
る生産様式の抜本的な変革と創造が必要である。
中国の製造業について言えば，今日の「世界加工国」から「本格的世界工
場国」へと転換しなければならないことを意味している。中国は改革開放以
降，先進技術の導入によって，製造業は急速に成長し，国際市場で一定の比
重を占めている。しかし，技術革新が欠けていたので，中国独自のブランド，
技術，必要な装置を持っていない局面に直面している。
このような状況を変えるために，自主な技術革新の能力を上げて，製造業
の持続可能な発展を実現することが肝要である。これは非常に困難であり，
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?本文は中国社会科学院世界経済政治研究所の重点課題の研究報告である。文章の中で引
用した一部分の注釈は，苔 ・モーリスー鈴木の『日本の技術変革』（中国経済出版社，
2002年）から再引用したものである。
歴史的な課題である。
持続的な発展を実現する鍵は，製造業において自主に技術革新の能力を上
げることである。自主な技術革新の能力向上は，技術だけでなく，経済や社
会を向上させてゆく複雑な過程である。国際的な経験からすれば，途上国に
おける製造業の自主な技術革新の能力向上は，技術導入の段階から自立的な
産業基盤を成長させる段階へと歴史的成長を成し遂げることでもある。した
がって，経済史の視角から，産業次元の国際比較を行うのは非常に必要であ
る。製造業強国である日本は，工業化の時期に，技術革新を行って製造業の
持続可能な発展を実現した代表的な実例を提供している。
中日両国は，国勢が違い，資源や市場の状況も大きく異なっており，工業
化を行うにおいて，国際環境や経済の条件も全く違っている。しかしながら，
日本の製造業が技術導入から自立的基盤を形成した歴史経験は，産業経済学
上で意義を持っている。
日本の技術革新に関する研究では，国内外で多く成果が出ている。?これら
の研究は，観点や新たな分析フレームについて極めで豊富な啓示を持ってい
る。しかし，これまでの日本の工業化過程における産業成長についての研究
では，多くが技術進歩の事実を挙げて，革新の静態的分析に限られており，
日本製造業における技術導入段階から自立的基盤を形成した過程における技
術革新能力おけるシステム研究および相関要素の歴史的分析が欠けている。
中国国内では，日本で産業の技術創造があるかどうかという疑問が存在して
おり，日本に対する認識は表面的である。?これは日本における製造業での技
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１．すでに出版した学術の著作にとって，苔 ・モーリスー鈴木の『日本の技術変革』は，
みごとに新しい骨組みを運用して詳しく陳述した日本17世紀以来の新技術史の著作であ
る。日本産業学会から編纂した『戦後日本産業史』が，一部の戦後日本製造業発展の百
科全書と称することができて，梅村又次，速水融などが編纂した８巻本の『日本経済史』
が新経済史学を代表して日本製造業成長に対するダイナミックの研究だと思っている。
国内の関連している研究は，例えば 敬孝・白雪潔の『現代日本産業構造研究』，陳建安
などの『産業構造調整と政府の経済政策』および日本技術立国を分析する諸研究文章が，
すべてこの時期に産業構造の変化という特定の歴史環境の中で，わりあいに深めて日本
の経済政策と産業発展を研究した力作である。
２．日本製造業の技術イノべーションに言及して，通常人々の頭の中に二種類の習慣性の
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術革新に関して有効性を吸収する上でマイナスの影響を与えると思う。その
ために，本論文は中国製造業における技術革新について存在している実際上
の問題に基づいて，日本製造業における技術導入の段階から自立的基盤を形
成した段階までの歴史過程を明らかにし，この?察を通して，製造業発展に
おける技術革新の法則を解明することを目指している。
二、日本：技術革新を推進し迅速な飛躍をした製造業強国
１．研究・開発における巨大な投入と日本製造業の国際競争
日本では，政府の政策実施と産業学会の分類によって，製造業は通常は三
種類の産業部門に分けられている。すなわち化学工業・建築材料・鋼鉄・非
鉄金属などの原材料工業，自動車・造船および多種な機械製造部門を含めて
いる加工工業，化学繊維紡織・食品などの消費財工業である。製造業は，全
体として歴史的に日本の工業化を実現する主力軍の役を果たしてきた。しか
も事実上，今後日本経済の持続的可能な発展を実現する産業基礎に構成して
いる。日本製造業の実力と国際競争力は，際立って高い効率をもつ労働生産
性に現れている。1990年代において，製造業の労働生産性は全産業の数値（図
１を参?）よりずっと高い。日本の内閣府と厚生労動省の資料から計算して，
日本製造業の平?労働生産性の水準は，欧米各国と比べると高く，2002年に
至っては米国を除いて主要な先進国（表１を参?）より高かった。
見方がある。その一として，後発の先進国である日本が技術発展の方面ではただ真似で
イノべーションのなかったことを思って，例えば国外の歴史学者は技術発展を釈明する
時，主に関心を持つ地区がヨーロッパと北米であり，彼らはたとえ「今日極東実験室の
中で創造した発明が性質の上で大体にも西方なものだ」と思っている。中国国内には，
ある学者も日本が一つの近現代な技術のまね者だけだと思って，しかも日本の技術立国
という戦略に対して懐疑の態度を持っている。その二として，たとえ日本にイノべーショ
ンがあることを承認しても，このようなイノベーションと発展が，主に戦後に実を結ん
だのをも思って，即ち日本製造業のイノべーションが一種の近頃あった現象だと?える。
けど日本の産業発展史は，上述の見方が日本製造業の技術イノベーションに対する二種
類の誤解を表明している。その原因は歴史の観点が欠けており，日本製造業が発展する
過程に対する深い理解が不足して，さらに製造業のイノベーション法則に対する深い認
識が欠けているのである。
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内閣府「国民経済計算」の統計によると，2003年に日本製造業が創出した
付加価値高の GDPに占める比重は20.8％に達している。この比重は米，英，
仏の主要な先進国より高くて，ドイツ（図２を参?）が次ぐだけであった。
もし，その上に製造業の国内生産活動に関連をもっている交通運輸，ガス・
水道と電気などのその他の部門の生産活動によって増加した付加価値を加え
れば，上述の比重はいっそう高まり，31.3％まで拡大していた。?
図１：日本製造業の労働生産性
備?：労働生産性は，実質国内総生産を常用雇用指数と総実労働時間の積でわり1990年の水準を100として計算
した。
資料：内閣府「国民経済計算報告」，厚生労働省「毎月勤労統計調査」から経済産業省計算。
出所：経済産業省『平成17年製造基礎白書』第１部第１章第31ページ。
備?：2002年データ（米，英は01年）
資料：OECD「National Accounts」
IMF：?International Financial Statistics」から作成。
出所：同図１，第32ページ。
全産業 製造業
日 本 8.0 8.8
米 国 8.2 9.6
英 国 5.4 6.2
ド イ ツ 6.0 6.5
フ ラ ン ス 6.7 7.8
（10億円╱千人）表１：労働生産性各国比較
３．日本経済産業省『2005年度日本製造基礎白書』第１章第29ページ，日本経済産業省の
ウエブサイト。
― ―108
佐賀大学経済論集 第40巻第４号
製造業がなぜ今なお国民経済の中でこのような作用を発揮しているのか。
１つの重要な原因は，製造業の力強い国際競争力を維持するため，政府が研
究と開発に役立つ税制と諸政策を行い，その環境の中で，日本の民間企業の
図２：製造業の GDPに占める各国別割合
備?：租税，補助金を?慮しない各産業の付加価値ベースによりシエアを算出している。
出所：OECD「National Accounts」，経済産業省『平成17年製造基礎白書』第１部第１章第29ページから
引用。
図３：日米製造業の GDP対比研究開発費の推移
備?：１．米国の研究開発費は直近の円為替105円╱＄ですべて換算した。
２．日本は研究開発費が年度，GDPは暦年，米国暦年ベース。
資料：総務省「研究開発調査報告」，国立科学財団「Research and Development in Industry」，内閣府
『国民経済計算』「2005 Economic Report of the President」から作成。
出所：同図１，第９ページ。
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研究と発展の投資が上昇したことである。
投資額は2003年にまで11兆7589億円には達し，その中で，製造業企業にお
ける研究開発投資は10兆320億円であり，全産業の85.3％を占める。?しかも，
日本製造業に対する研究開発費の投入が上昇することで，日本の研究開発の
GDPに占める比重は，1999年に米国を上回り，以後トップの地位（図３を参
?）に位置している。
２．製造業の産業特徴と技術革新の歴史的一貫性
日本製造業の強大な競争力は，歴史の上で形成した技術革新の観念および
絶えずに行った産業活動からの技術で革新された。技術革新経済学の創始者
であるシュンぺーターの詳しい論述によれば，いわゆる技術革新とは，かつ
てなかった生産要素に関する「新しい組合」を生産に取り入れる過程である。?
技術に関係がある革新は，「新製品の製造，新しい工芸の過程あるいは設備の
初めての商業応用に関連する技術，設計，製造及び商業の活動」を指すので
ある。?これらの活動は再生産過程によって帰納してきて，製品イノベーショ
ン，技術革新の技術と拡散などの内容を含んでいる。
産業の技術革新と技術進歩の状況は，産業構成の特徴に関連している。製
造業は国の経済成長の基幹産業であり，鋼鉄，化学工業，機械，電子などの
各種部門と，設備，材料，工芸などの各種の分野と緊密に協力し，調和的に
運営して構成された現代的な工業体制である。製造業における構造的特質が，
その技術進歩と技術能力の向上に大きく影響する。産業の持続的な発展とい
う目標においても，製造業の技術革新が特徴的な過程を持つようになる。こ
の過程は国における経済の発達程度と科学技術の発展水準の制約を受けると
共に，世界における技術や経済のレベルおよび政治環境の影響を受ける。こ
のことからして，国の製造業の技術水準が，その国の工業技術のレベルを反
映し，同時に，その国における国際的な先進技術を利用する能力を反映して
いる。
４．日本総務省：2004年度『科学技術研究調査レポート』日本総務省のウエブサイト。
５．ジョゼフ･シュンベーター『経済発展理論』（商務印書館，1990年）第73ページ。
６．柳卸林『技術イノべーション経済学』（中国経済出版社，1992年）第１章序論。
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製造業では技術の革新が多元的であり，それによって多様的な特徴を持っ
ている。また，科学技術進歩における創造をも含んでいる。企業が新技術で
製品を革新することも可能である。それは技術の伝承とともに新しい発展力
をも培うことでもある。一つ新しい思?の実現でもある。この構想に従って，
日本製造業の発展と技術革新の歴史な軌跡を本論稿では分析する。
三、日本製造業成長における技術革新の軌跡
? 近代製造業の確立，即ち日本の産業革新：固有の技術を基礎にし
て，技術導入に対する選択から開始
１．近代の製造業の確立は日本社会の一つの根本的な革新
明治時代（1868～1912年）に造り上げた近代製造業は，日本の現代的な製
造業の発展の重要な基礎である。1868年に封建的な制度を除いた明治維新の
革命は，日本社会に巨大な変化をもたらし，日本の工業技術の発展を推進さ
せる基盤となった。近代工業の迅速な発展と機械製造業の確立は，この歴史
的巨大な変化の時期に最も重要な経済事件である。
初期の日本の近代機械工業は幕末期の藩営工場の形式で現れた。しかし本
来的意義の近代製造業の確立は，明治維新以降の産業革命の時期である。明
治政権がもとからある工場に対して再編と改造を行った同時期に，近代工業
の発展を促進する一連の措置をとった。このもとで，新しい企業を迅速に作
り上げた。1868～1877年の間，新たに造った10人以上の民営企業は487軒で，
1877-1886年に760軒に増加していた。明治維新の各条項の改革も皆すでに完
成した80年代中期に企業創設の高潮が現れて，1884～1893年の９年間に工業
企業の数は７倍近く増加した。?
機械を使う近代工場の作り上げと工業化によって，1885～1915年間の日本
製造業は年平?５％以上のスピードで成長して，1910年の工業部門が占める
GDPの比重も，1888年の13％から20％近くまであがった。経済発展の後進性
で日本は政府に頼って技術の導入，鉄道の敷設，設備の輸入などを行い，さ
７． 亢，宋則行編『外国経済史』（近代・現代）（人民出版社，1981年３月）第２版第236-237
ページ。
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らに鋼鉄工場を建設し，企業を創設した。これらによって日本は先進的な工
業技術の道に足を踏み入れた。同時に，地方政府も小企業を主体とする創造
的活動を奨励した。これらによって商品経済が急速に拡大した。統計による
と，1899～1905年の特許件数において，73％は日本の発明者であった。?
産業革命によって，日本は農業経済から工業経済の時代へと歴史な転換を
推進した。この意義からすれば，近代製造業の出現は，産業経済の発展史に
おいて大きな革新（Radical Innovation）であった。?日本社会においては，
農耕社会ではかってなかった手工業の新製品を生産する新しい技術と生産組
織を展開した。
２．近代製造業の作り上げる技術基礎：徳川時代における技術革新の累積
経済史研究が近年明らかにしているように，日本の工業発展は固有の基礎
があった。??日本製造業の技術進歩は徳川時代の技術を基礎にしたのである。
徳川時代（1603～1868）は封建社会であり，前工業化の時期である。この時
期に日本は以前受け入れたユーラシア大陸からの科学技術の影響および科学
技術と手工業の人材を利用して，日本近代工業の重要な基礎となった伝統的
な地方の手工業を作りあげた。その製造業の生産は主に金・銀・鉄の採掘，
綿と糸の加工および酒の醸造と陶磁器の生産という方面に集中していた。
1540～1700年間に，日本ではすでに14個の大規模な金銀銅の鉱山を開いて
いた。??生産は依然として人力を主とするものであったけれども，労働の分業
もわりに高いレベルまでに達した。鉄鉱石の採掘と製錬は商品経済の発展に
従って行ったのであり，鉄製のツールは広範に使われて日本の鋳造業を迅速
に成長させたのである。
８．中山（Nakayama S.）『日本科学発展の特性』（科学技術と発展研究センター，1977年）
第９-10ページ。
９．イギリスの蘇塞克斯大学の科学政策研究所が1980年代に出した重要性に基づくイノ
べーションの分類を参?にする。G.Dosi et al(eds):Technical Change and Economic
 
Theory,London:Pinter Books,1988。
10．［日］梅村又次等『日本経済史』（８巻の本）（岩波書店，1989～1992年）。
11．［日］佐々木（Sasaki J.）編『技術の社会史』第２巻（有斐閣，1983年）第179-181ペー
ジ。
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生糸の生産が18世紀中期から，すでに歯車とベルト・コンベヤーを使用し
新しい糸を繰る設備を使ってはじめた。しかし，国情の原因のため，技術進
歩の重点は欧米と異なり，生産工程の専業化を進めた。綿布の生産と加工に
おける技術進歩も，主に綿布生産を中心とするタイプであり，その多様化で
あった。??
日本の酒造業は，17世紀の末期にスケール生産を行う典型的な業界であっ
た。人々は心をこめて適切な所在地を選んで作業場を設けて，実験を通して
各種酒の成分の割合を確認して，製品の品質と生産効率を高めた。??
陶磁器生産の代表としての有田磁器は，17世紀の後半には重要な輸出品に
なった。??同時に地域間の経済競争が，知識と技能を全国範囲での伝播を推進
した。
近代製造業が幕末から明治までに形成する過程は，漸進的な技術革新の過
程であった。徳川時期に，日本製造業の技術革新の活動は，すでに比較的広
範囲に展開していた。例えば，農業技術の改良に伴って，綿と糸の生産はいっ
そう拡大して，新たな紡織の設備も使われた。漆器や陶磁器などの手工業部
門で，まだ多くの地方性を持ちながらも技術革新の実例も現れた。その時の
経済発展レベルと労働力の特性に適応して，日本が近代製造業の形成におい
て採用した多くは，小型的な労働集約型の技術であった。生産における技能
と技巧の革新を重視したからである。
製鉄業の中で送風機の技術に対する途切れない革新，紡織業おける多種な
技術の組合せと運用によって，市場に適応する多様な製品を創造した。これ
らは技術革新の生き生きとした体現でもある。明治維新後において，大規模
な工業が建設されたが，??これらの具体な革新技術と比較して，徳川時代の技
術進歩の最も重要な点は，技術革新に対する価値認識である。人々に技術の
12．［日］村岡（Muraoka K.）岡村（Okamura K.）『日本の民間芸術と工芸品』（平凡社，
1973年）第56ページ。
13．［日］加藤（Katou B.）『日本酒の歴史』（憲政社，1977年）第239-255ページ。
14．資料は日本の有田にある佐賀県九州陶磁器博物館による。
15．［日］苔 ・モーリスー鈴木『日本の技術変革』（中国経済出版社，2002年）第４章「技
術と明治の国家」を参?にした。
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知識をマスターさせ，それによって次第に新しい技術を探求し，新技術を発
明する伝統を形成したことである。
３．近代の日本製造業の技術革新は，技術導入に対する選択から始まった
日本の近代製造業の歩みだしとその発展は，技術導入とほぼ並行して進め
たのである。知識と技術の導入を通して，自身の産業を発展させ，欧米の工
業国家との開きを短縮した。技術導入は創造ではないが，導入した技術を使
用して，自国の強固な産業基礎を形成し，産業水準を高め，国内と国際市場
に適する新製品を開発する重要な過程を含んでいる。
近代日本製造業の技術革新は，導入する技術の選択から始まった。日本の
近代初期の技術導入は，多くのが当時の資源条件と一致した技術であった。
これらの技術を運用して，地元の特色を持った製品を開発した。例えば，そ
の当時，磁石に富んだ鉱石の製錬は，スペイン，ポルトガルから導入した金
属製錬の知識を日本の伝統的な製錬方法と結び付けて形成した炭灰?法
（charcoal ash flux）で行った。日本では，技術導入を「殖産興業」の重要な
課題とし，発展の段階に応じて，輸入した技術をさらに改良し，伝統的な手
工業生産と知識を利用して，次第に自身の資源を国際市場に適用できる製品
に転換していった。西方の技術を国内の技術と有機的に関連させて，民族産
業の発育を推進した。織機の革新は顕著な例である。??このようにして，長所
を利用し短所を克服した。
19世紀初めの外圧は，日本に西方との開きを意識させ，西洋技術に対する
研究を促進させた。かつて日本で最初に反射炉を建築した佐賀藩は，1852年
に精煉方と称する技術試験センターを設立して，金属の製錬，造船などを含
んだ広範な西洋の技術の探求を行った。ペリーが率いた1853年の黒船の来航
と翌年の開国は，日本における開放の歩みを速めた。徳川時代の技術進歩は，
日本が西洋の工業技術を導入するために，基礎を打ち立てた。この時にそれ
が「海外の導入」と「対外進出」を互いに結合する導入の方式を採った。前
者は，外国技術者を招いて任用して技術を摂取し，或いは洋式の企業を創設
16．［日］中岡哲郎『近代日本の技術と技術政策』（東京大学出版会，1986年）第78ページ。
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することを指す。例えば，工業連合体である集成館を建てた薩摩藩は，1866
年にイングランドのプライト兄弟と合意し調印して，綿糸紡績の機械を買い，
それと同時に，外国の専門家の助けによって洋式の綿紡績工場を作り上げた。
このような導入の方式は明治維新後ほとんどの官営産業の分野に拡大され
た。??しかも日本の導入する場所は多元化なのであった。1872年に地方政府が
招いて任用した160人の外国専門家の中で，43人の中国人がいる。??後者は日
本によって留学生を派遣し技術指導を受け入れることと，国際博覧会に参加
する方式で，外国の先進技術を学ぶというものを指す。多くの人は以降の日
本工業化の中で重要な作用を発揮した。
? 日本の現代製造業発展の基盤は技術革新：完備する現代な技術体
系を作り上げることから着目と導入と創造の結び付け
１．科学を基礎とする現代工業を作り上げる努力
19世紀末から20世紀初めにかけて，電気の発見とディーゼル・エンジンの
発明をめくる第２次の科学技術革命の波に伴って，電力，電器の設備工業の
出現と自動車，飛行機の登場および材料，工芸，コントロールなどの工事技
術の迅速な発展を招いた。
欧米が絶えず新しい工業の分野を開拓していた事実は，日本に新しい技術
進歩の成果を身に付けるためには，必ず科学を基礎とする現代的工業の体制
を作り上げなければならないことを認識させた。そこで，日本は教育を興し，
人材を育成し，訓練し，自分の研究実験室を設立するという方法をとった。
前者は政府からの強制的の初等教育と，工事の技術者を育成する工学院を創
設することをも含んでいた。??会社，企業から自国の科学者を育成して，技術
の人材を訓練することをも含んでいた。1910年，個人企業の中で正規の教育
を受けた大学あるいは技術学院の卒業生は，すでに10年前の700人から約
17．［日］大蔵省編『工部省沿革報告』（『明治前期財政経済史料集成』第17巻所収）（改造
社，1931年）。
18．［日］梅谷（Umetani N.）『雇用する外国人の１：概説』（鹿島研究所出版社，1968年）
第227ページ。
19．例えば，工部省から1873年に創設する帝国工学院。
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2,500人に増加していた。
熟練した労働者の育成訓練は，手工業技能から現代の工業技術へ転換する
ことを順調に完成させた重要な一環である。一番早く技術学校を設立した企
業は三菱の造船所であり，20世紀初め，日立制作所，NKK，芝浦電気などの
大会社もすべて次々と企業の訓練機構を設立した。同時に企業における科学
研究の活動も個人の研究から実験室を作り上げることまで発展してきて，し
かも科学研究から実業まで発展していた。
科学を基礎とする現代的工業の体制を作り上げている過程の中で，日本は
重い歴史的な教訓がくみ取らなければならないのだと指摘すべきである。日
本政府に国を建ててからずっと「富国強兵」を発展の目標とした。日清戦争，
日露戦争，一九一八事変から太平洋の戦争まで，全く誤った対外侵略に発展
する径路とっている。政府の意志を技術進歩の道筋の上に無理に押しつけた。
軍事の動員，経済の統制と科学研究の力量配分を通して，強力に軍事工業
と関係がある重工業部門の発展を進めて，それによって相応する技術の発展
をひどく軍事化させた。零式戦闘機などの軍事な殺傷武器の開発と生産は例
証である。
事実は，科学技術が軍事の強権に従属して必然的に人類の平和に危害を及
ぼす深刻な悪の報いを招くことを明らかにしている。日本の敗戦は人類の歴
史では科学技術が侵略戦争に濫用された一つの典型的な実例である。世間の
人が注意したことは，科学技術は平和の発展に用いるべきという重要な歴史
的で現実的な意味を持ったことである。
ただ，その時の環境が科学技術に及ぼした影響について言えば，少し確か
になるべきことは，つまり戦争の危機と外来の資源，技術の遮断で，日本も
どうしても自分の技術発明とイノベーションを行わなければならないことは
止むを得ない。結果は個人と国家によって掌握した研究機構の数量が激増し
て，相応な科学研究の総支出は1942年すでに約3.5億円に達した。同時に，こ
の時期作り上げた科学研究の機関，集中する科学技術方面の人材と発展した
生産技術は，依然として日本の技術導入とイノベーションおよび工業経済の
急速に発展することに役立っているのである。
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２．経済の民主化を基礎とする科学技術の復興と重工業化の投資
日本が戦争の時に強制して技術の力を軍事工業に用いた時，ちょうど欧米
では新しい技術革新の波が起こった。そのために戦後の日本の製造業と技術
の格差は，欧米との間では再び大きくなった。この状況の基で日本は工業の
発展を目指し，残存した工業設備を基礎として発展をした。??
戦後経済の民主化と非軍事化の措置は，??日本の工業と科学技術の発展を
正しい方向に向かうことに促した。例えば，経済民主化の改革で客観的にも
たらした「競争条件の平等化」は，財閥の分割によって独立してきた企業と
いくつかの新しく創立された企業は，技術革新によって開発された新製法を
導入して生産体制を発展させた。民間の企業は戦後日本製造業における新技
術の開発の主体になった。
1940年代の末に工業技術庁を設立し，科学技術組織に対する改革を進めた。
それは戦後日本の科学技術の発展にとって一定の影響を持った。1950年の外
資法の制定は戦後日本における技術導入の新しい時代を切り開いた。鉄鋼産
業では帯鋼の鋼板圧延機，大型平炉を導入し，電力の部門では先進的レベル
の火力発電所の建設に着手し，造船業では電溶接法を採用した。技術導入と
共に日本は米国の品質管理などの科学的な管理方法を採用した。朝鮮戦争の
特需景気を利用して，日本は急速に生産設備の現代化を進め，経済を迅速に
蘇らせた。
1950年代の後半期以降の経済の急速な成長期に，企業は大規模な設備投資
を行い，研究開発も増やした。1956年～1961年間では，企業の研究開発投資
は毎年30～40％のスピードで増加した。61企業の中央研究所のうち，40の研
究所は，この時期に設立された。??企業規模の拡大に従って，技術の研究と開
発はさらに推進された。また，商品の品質と性能の改善に努めた。導入しや
すい技術を重点的に導入し，それらをさらに改良し発展させた。
トランジスター技術を活用して白黒テレビの小型化を進め，性能のよい小
20．［日］森谷正規『現代日本産業技術論』（東洋経済新報社，1979年版）第３ページ。
21．即ち米国は対日占領の期間に軍事の科学技術の研究を禁止し，戦争のためにサービス
した科学技術の動員体制を解散するなどの措置を採った。
22．森谷正規，前掲書，第11-12ページ。
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型乗用車の開発を行い，それらは国際水準のレベルに達した。大型のタンカー
の建造も進められた。西方の技術で建築してきた新型の鉄鋼工場も欧米へ操
作技術を輸出することなどを始めた。この時期，製品の改良などによって，
製造業の部門の生産技術は国際レベルに達成した。同時に労働生産性は明ら
かに高まった。例えば，1960年には日本の鉄鋼業の労働生産性は，まだヨー
ロッパ国家の1/2，米国の1/3だけであった。80年代の初めまで，日本の労働
生産性は5倍以上高まり，さらにヨーロッパとアメリカを超えた。??労働生産
性の大きな向上の中で，技術の進歩が主な役割を果たした。??それによって重
化学工業製品の大量な輸出を進めた。
３．ハイテク産業の発展期における技術導入と自主的革新
1970年代初期に石油危機を経験した日本は，その調整で発展を促すことが
始まった。製造業における技術革新の努力は，主に産業を省エネ型，効率型
へ転換させることであった。例えば1968～1973年度，製造業の全設備投資の
中で，生産性を強化する投資比率が65.5％に達していた。調整を通して1974
～1983年度では，この比重が35％に下がったが，省エネルギー，公害防除と
研究開発に用いている投比率は65％に上がった。??
これに対応して，この時期に日本は，経済力と技術レベルの向上に基づい
て，自主的な開発能力を高める必要性を明確にし，それを実施した。新技術
の導入比重を，1965年の半数から1970年には迅速に減少し，同時期に同種の
技術を日本が開発した比重は59％から70％まで上がった。??工業製品構造の
面では「重み，厚く，長く，大きく」から「短く，小さく，軽く，薄く」へ
の転換を実現したと同時に，日本は積極的に新しい産業分野を開拓し，電子
工業，新材料工業などの技術集約型の産業を急速に発展させた。1982年日本
は世界有数の自動車生産国の一つになり，同時期に旋盤の生産額は世界の首
23．ジョーンズ（K.Jones）『世界鉄鋼業貿易中の政治学と経済学』（ロンドン，1986年）第
63ページ。
24．日本経済企画庁調査局『資料：経済白書の25年』（1972年）第183ページ。
25．李 編『現代資本主義世界経済発展史略（1945～1987年）』下部第137ページ。
26．日本科学技術庁『我が国技術導入の年次報告』（1970年）第Ⅱ章。
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位に位置して，しかも世界の工業ロボットの主要な供給商になっていた。
1986年３月に日本の内閣は「科学技術政策大綱」を通して，今後日本の科
学技術発展の国際性を強調している。1980年代，特に80年代の後半から，強
大な自主的な技術開発能力を生かして，戦略的意義を持つ半導体工業，ICの
分野で生産額はヨーロッパを越え，アメリカをも上回ってリーダになった。
1983年から日本の半導体のメーカーの資本投資は，連年競争相手のアメリカ
を上回った。全世界の ICの市場では，1980年は３つの最大の生産メーカーは
まだ米国会社であるが，1990年に３つの最大の商業生産メーカーの中で，２
軒が日本の会社である。努力の怠らない技術革新，長期にわたっている発展
基礎の調整と新しい製品開発などは，この時期の日本を工業経済の峰に推し
進めてた。それと同時に，日本における研究開発の活動は，大規模のプロジェ
クトと大企業へ集中する局面を次第に形成していった。??
? 現代製造業のモデルチェンジは新技術体系の創造：知識集約型経
済時代の産業上の特徴を認識し，改造と革新の統一を実施
１．1990年代の製造業における技術革新の歴史的な教訓
⑴ 情報化時代に直面している対立と衝突
欧米を追いかけることを目標として形成された日本型経済構造と経済体制
は，戦後日本が工業化を実現する過程で，その独特な歴史の作用を発揮した。
すなわち驚異的なスピードで発展し，世界第２位の経済大国の国際地位を打
ち立てた。けれども，前世紀末，人類社会が工業経済から知識経済へ転換す
る歴史的転換を始めた時に，情報の経済を主要な特徴とする知識経済の発展
と対立を生じ，さらには伝統的な経済構造と経済体制が新しい経済成長方式
との衝突をもたらした。
例えば，高度経済成長の実践は，日本に導入，応用までの技術構造の発展
モデルを形成させた。このような技術の発展のモデルは，間違いなく迅速に
追いつき追いこすことを目的とする日本の工業化に対して，極めて大きい促
進作用を果たすことができた。しかし，他方では，外部から導入する先進的
27．日本総務庁統計局『科学技術研究調査レポート』（1990年）第164-165ページ。
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な科学技術に頼ることに長い時期に慣れさせて，日本自身の基礎技術を創造
する能力が弱まった。また，競争力を強めるために，日本は超安定の企業組
織構造を形成した。つまり企業の系列化である。このような系列化の組織構
造は，みごとに単独企業の競争力の不足，企業の資源利用の不十分な弱点を
補った。しかし，系列化以外の企業に対して明らかに密閉性と排他性という
特徴を持っているので，科学技術における情報の有効な伝播を遮断した。そ
れはとても大きい規模であった。
長期に及ぶ追いつき追いこす発展と競争の追及は，日本に産業構造の上で
製造業を主とする第二次産業の比重を高めすぎる特徴をもたらした。世界一
流の技術レベルと工業を持っている強大な製造業は，日本が国際市場でトッ
プの地位を得て，米国に次ぐ世界第二位の経済強国に発展させた重要な基礎
であった。しかし，今日の新技術革命の中では，製造業はモデルチェンジと
企業改造で厳しく重大な課題に直面している。この一連の対立と衝突の前に，
日本は前世紀最後の10年間に経済が低迷し，製造業はまっさきに激しい衝撃
を受けた。発展しつつある新しい科学技術革新の波の中で，新しい産業と製
品はあまり新興せず，既存の産業と市場は衰退した。この時期に日本の製造
業も新技術の開発を行っているにもかかわらず，その新技術の開発ではミス
が現れた。つまり技術方向の選択のミスである。
アメリカの学界と財界が手を携えて，情報スーパーハイウェイという新し
い技術体制の建設に力を尽くしていた時に，日本は国の力を挙げて第五世代
コンピュータプロジェクトを建設することを行った。企業はあまりにもなぞ
らえる技術製品を求め過ぎる中で，情報産業の核心技術であるデジタル技術
発展の好機をみすみす逃してしまった。戦後毎回がすべて調整することで衝
撃と危険を無事に乗り越えることができた日本は，未開の分野での展開に遅
れる状況になった。企業の競争力は絶えずに低下す，しかもかつて光栄とし
た半導体などの分野でも，技術の優位を再びアメリカが占めた。1990年代の
日本産業の競争力は弱まった。
⑵ 技術革新が挫折した要因の分析
前世紀1980年代の末から1990年代の初めにおいて，新しい国際国内の環境
の中で，日本は経済発展のモデルチェンジの時期に入った。その経済構造，
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製造業の発展，その生産の運行方式，技術体系の基礎などを含んでいる肝心
な環節も，すべて環境の変化に適応し根本的な変革を行う歴史的な任務に直
面している。しかし，日本企業と政府はこのようなモデルチェンジに対して，
認識が遅くて行動が緩かった。??
経済の低迷は，まさに，この「遅い」と「緩い」からもたらしたと思う。
この時期，日本製造業が技術革新の方向を選ぶ上でのミスにおいては，多く
の複雑な技術的経済的の要因があったが，その経済構造と産業構造の変化に
関して言えば，二つの問題は指摘しなければならないのである。その一は，
応用を重視して基礎の研究を軽視する体制があり，それは新しい技術に対し
て正確な把握をすることにおいてはかなり影響しないわけにはいかない。長
期に亘る追いつき追い越すという思?モードと技術発展の様式は，新技術を
捕らえる鋭さを下げないわけにはいかない。その二つは，経済構造の転換と
製造業の構造転換という事実に対して適応しない体質と関連して，日本は直
ちに技術革新の体系の変革を完成することができなかった。つまり，工業経
済時代は製造技術を極致まで発展させた日本でありながら，情報経済時代に
おける技術革新の新しい体系における要求に適応することができなくて，新
型的製造業の発展とその技術革新体系に対する要求にも適応することができ
なかった。
科学技術開発の主体である企業は，巨大なバブル経済の影響を受けて，次
から次へと不動産に投資し，精力的に全世界の企業を買って利益追求した。
それらは更に直接に日本の新技術と，新製品の開発に影響した。
２．産業構造の転換期における体系革新に役に立つ探索
日本は1990年代，経済の構造転換の時期に，製造業を含めて経済が停滞し
て，技術革新が大きな課題であったにもかかわらず対応が遅れた。しかし，
技術大国の日本は次第に再?を行う同時に，知識集約型経済時代における産
業技術の特徴を認識し，すでに新型製造業の体系革新の道を探索する行程を
28．李毅『日本経済の直面している難題及びそれを解決する将来性』《世界経済?察》（経
済管理出版社，1998年）。
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始めた。??
現在の状況からすると，その体系革新の探索は三つの方面で特徴を持って
いる。第一は，既存の技術力と科学技術の水準に依拠して，奪い取られ，或
いは突破をされた科学技術の分野を，研究と開発を進めて，重点的に発展さ
せる戦略的目標をたて，それを実施していることである。ハイテク産業発展
の国際比較からすれば，日本は情報技術，生物技術などの産業分野では米国
より遅れている。しかし，新素材など他のいくつかの分野では，依然として
優位性を持っている。そのため，日本は得意の分野を発展させて，新世紀の
製造業の国際競争に参与する戦略をとった。超高速の光ファイバー通信を発
展させることで，全体の産業の情報化の足並みを進めている。発展の前途を
持つ弱い分野では，工夫を凝らして追いかけ，バイオ技術の分野での発展を
一つの戦略目標としている。ナノテクノロジーを研究し開発して，それを出
来るだけ早く産業化させることを推進している。
第二に，工業経済の時期に伝統的な技術革新の発展で出会った現実の問題，
製造業における技術革新組織の変革では，多次元の探索を実行している。日
本政府は国立の科学研究機関の体制を改革して，法人化を実行することから
始め，基礎研究の重視と投入を強化した。??技術，知識の構成を健全にするこ
とをめぐって，「科学技術基本計画」を制定して実施した。以前，独立性のよ
り強い産業界，大学と国立の研究機構の技術交流と協力を強化して，有効に
科学技術の成果の産業化を進めている。同時に，それぞれ製造業は，相継い
で技術革新の体制改革と組織変更に着手し，技術革新に適応するために，階
層式の組織構造を改革し，企業経営の特徴に適合する電子取引化の改造を実
行し，情報技術を通して業務統合を行っている。これらによって，努めて最
大限度に企業が新しい情勢下で革新する主体な作用を発揮するようにしてい
る。??
第三に，ハイテクの激烈な競争時代において，製造業が日本経済構造上で
29．新型製造業の意味に関して，李毅編『再錬基石：世界製造業発展の歴史大勢』（経済
科学出版社，2005年10月）第201-206ページ。
30．李毅「産業構造の変化から日本型新経済の探索」（『世界経済と政治』2002年第３期）。
31．李毅「大企業の変革と日本型新経済の探索」（『世界経済と政治』2002年第11期）。
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重要な役割を果たすために，法整備を行って製造業が更に発展する産業政策
をとり，技術革新を推進することを進めている。
製造業が日本経済に占めているシェア，経済生活中にある貢献および新型
製造業の経済発展で果たしている重要な役割によって，日本は依然として製
造業を新世紀の経済発展の基礎産業にしている。新しい経済発展において，??
製造業を強く位置付け，日本は際立って製造業における技術革新を推進する
産業政策を実施している。例えば，1990年代以降，企業の技術革新は主に３
つの方面に集中して行われた。１つは，産業分野における基礎技術の研究開
発と基礎産業を育成であり，２つは，労働力の分野での職業能力の開発と就
職に安定化であり，３つは，教育の面における職業教育の推進と基礎技術修
得の奨励である。このようにして，革新活動を通して，企業が直面している
現実的な問題を解決し，今後の知識経済時代の発展に有機的に結びつくこと
を進めている。
現在，日本製造業分野における企業の技術革新の努力は，国情に着目し，
特長を発揮して，潮流をリードするなどの特徴を発揮しながら重点的に生産
が高く付加価値が多い新しい製品の開発，設計と生産過程のノウハの伝承，
および後続の研究開発と生産面の人材育成などには力を入れている。??例え
ば，日本が得意な種目であるナノテクノロジーの生産と生活への応用面で，
多くの企業は，研究と開発において，すべて世界の先端を歩いている。日本
の老齢社会の到来に伴って，各企業の産業以外の多機能養護ロボットの開発
は絶えずに進展することは非常に人目を引く。企業が掌握する資源，エネル
ギーの開発と二次利用のハイテクは，絶えずに新しいプロジェクトと新製品
製造の実践に応用されて，燃料電池が交通と通信などの製品に使用を試みて
最も視聴覚な事例である。これらのイノベーション努力に伴うのは，日本製
造業の着実な回復と競争力の向上および一つの21世紀の特徴を持つ日本の新
型製造業の発展である。
32．李毅「製造業が依然として日本経済の基礎である」（『世界経済の調査研究』2003年１
月10日第４期）。
33．李毅「当面日本製造業における産業政策の動向と企業の調整と変革」（『日本学刊』2005
年の第６期）。
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四、製造業の分野でのイノベーションと発展に関する関連関
係の研究：理論と実践からの啓示
? 導入を起点にして革新を構築する経済学的意義
１．技術イノベーションの過程は一つのダイナミックの学習過程と融合の過程
常にイノベーション経済学者もすべて技術イノベーションの過程を，技術
の商業潜在力に対する認識から始って，ついにそれを完全に商業化の製品に
転換することに終わる全体の行為過程と?える。例えば，イノベーション理
論に対する深く研究することを経って，ソロ （ーS.C.Solow）は「資本化の過
程中でのイノベーション：シュンペーターの理論に対する評論」中に，技術
イノベーションを新しい思想の出所，後段階の実現と発展という二歩の過程
に分けた。第一歩過程の新しい思想の出所として，産業内部の技術のアイデ
アからくることができて，外部の学習と導入からくることができる。更には
新技術，新工芸，新しい生産方法を導入する必要性と可能性は次の原因から
決めた，即ち国々の経済発展のアンバランス性，及び一国の経済が異なった
発展の方面と異なった運作の時点では，問題に直面する多様性なのである。
製造業は国民経済の基礎産業として，その巨大な生産の体系と違い部類の多
くの工芸技術も，一つの国家の工業部門により完全に優勢を占めることがあ
り得ないのである。特に経済の後発の国家は，できるだけ短い時間の内で産
業の技術レベルを高めて，労働生産性を高めて，適切な技術導入は一種の必
要な選択だと思う。欧米国家との技術経済発展上の巨大な開き，及び生存競
争の厳しい環境は，日本に導入することをイノベーションの起点にしていた
ことを歴史的に選ばせて，追いかけるコストを下げ，自身の発展の足どりを
加速する。経済発展の後進性及び他国との技術経済の開きは，日本に工業化
の歩きだす時期と戦後の回復する時期で経済活動が低いレベルにあわせてい
るにもかかわらず，しかも日本はみごとにこの点を利用して，せっせとねらっ
てすべての学ぶことができる先進的な科学技術の知識を学んで，すべてに利
用することができる導入の機会をとらえて，広範に民族発展の栄養をくみ
取っている同時に，自身の成長を促進する。例えば工業化の初期，それはで
きるだけ一定の科学技術知識を握る各種な国にいる外国籍人員を招いて任用
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し，すべての得ることができる科学技術の書籍を利用して，発明とイノベー
ションに従事した。戦後の追いつき追いこす時期に，リスクを回避し，費用
を節約し，時間を節約するため，また積極的に国外の先進技術を導入するの
を基礎とする吸収型科学技術の発展戦略を実行した。発展する初めの劣勢を
みごとに後発の優位に転化した。明らかに，科学技術発展の国際的伝えの特
徴を利用して，力を尽くしてそろった人類の創造する科学技術の知識で自分
に武装して，オープン型の発展を実行しることは，一つの経済体が迅速な飛
躍の肝心な点である。
２．合理的に資源を統合して，技術イノベーションのパレート効率性（Pareto
 
Schumpeter）を実現
技術導入の過程は決して一つの簡単な資源転換の過程だけではないので，
それは役に立つ技術に対するふるい分け，これらの技術を使ってイノベー
ション能力の準備に従事することなどの，一連な環節を含んだ資源を統合す
る過程だと広義の上で言う。具体的な各製造業の部門にとって，それの持っ
た各種の資源をも含んで，これらの資源を使う方式をも含んでいる。そのた
め，たとえ技術資源が更に余裕がある部門だとしても，同じく外部から技術
を得て自身の技術使用の能力を高める必要もある。技術イノベーション活動
の不確定な面とイノベーションの要求する経済技術の条件に基づいて技術導
入を実施することは，多くの国家の製造業の部門がコストと収益をはかって
から一種な必然的選択である。日本製造業の技術導入はずっと自身の技術能
力との運用が並行して動いたのである。もとから持った技術の基礎と新技術
を御する能力は，日本に戦後に多様化の技術導入と技術運作のモードをとら
えた。自身の消化と吸収能力が許される前提の下で，それぞれ製造業部門の
実際の需要によって，多くの通路で導入を実行する。例えば，戦後の初期，
それが工業技術に対する導入は，日本の戦前すでに作り上げた鋼鉄，造船，
電機などの産業における技術をも含んで，欧米の戦前すでに発展した自動車，
家電業界の技術をも含んで，その時欧米のみごとに使用した電子工業，高分
子合成材料，原子力工業の最新技術があって，更に実験を完成したが，生産
の中でまだ使用しなくて，あるいはまだ商業化を実現しない技術もあって，
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至って実験中の技術を導入する。まさに技術導入の方面が，このように博し
て採って広く吸収することによって，日本はできるだけ短い時間の内で，最
低のコストで完備している新技術の基礎を打ち立てさせたことが可能になっ
た。1950～1975年の25年の中で，それは導入を通じて，全世界の半世紀に開
発した先進技術の吸収において，支払った外国為替の総額は60億ドルにもな
らなかった。日本の自分で推計して，このやり方はそれに2/3の時間と9/10の
研究開発の費用を節約させた。結局それに1960年代に欧米諸国との科学技術
の開きは10～15年まで短縮させて，1970年代に大部分の製造業部門の技術レ
ベルはすでに欧米先進国に接近して，1980年代にその工業技術レベルは国際
市場ですでにトップの地位に置いた。
３．イノベーションの国際起点を選んで確立する
更に意義を持ったのは次ぎのとおり，即ちこの広範な効き目がある技術導
入，及び早めに欧米に追いつき追いこす目標を実現することは，日本を深く
世界の先進技術を理解される基礎の上に，自身の自主的な技術イノベーショ
ン活動を高い水準の国際起点の上に置かせると思う。産業における技術イノ
ベーション活動の前提は，それらがわりに大きい産業化の潜在力を持つ先進
的な科学技術の成果に対して，客観的にふるい分けて弁別することを行うの
だから，それは産業部門と企業が選んだ成果及び発展の潜在能力に対して十
分な理解があるように要求をして，しかも成果が商品化の生産を実現する将
来性に対して基本的な価値の判断があること，更には技術選択の機会コスト
に対して真剣に計算する必要がある。だから，それも客観的には技術導入の
行うはずの仕事である。この意義の上から言えば，技術をふるい分ける複雑
な過程は，同時に産業と企業が先進技術に対する充分な理解と比較研究のプ
ロセスである。例えば，日本は導入の中で関連する産業部門の世界最新の技
術動向を知っているだけではなくて，その上も比較を通して，世界の先進諸
国の同類技術の相違なる特徴およびこの技術の開発の中であった問題に対す
る解決の過程を知っていた。これは日本が正確に自身の必要な新技術を選ん
で，本国の技術イノベーションの突入場所を確定することに対してきわめて
重要な要素を持っている。そのため，後進国家である日本が，鋼鉄，造船，
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自動車などの伝統的製造業の分野で強大な国家の競争力を獲得するだけでは
なくて，その上，短い時間に半導体，ロボット，ICなどのハイエンドの分野
では大幅な業績を得られる重要な原因の一つになっているのである。技術導
入を通して，日本の製造業の企業に国際視野を広くさせて，現実の先進技術
ないし潜在的な技術における産業化の将来性に対して正確な判断に与えるこ
とを鍛えた。それによって本国の製造業の技術イノベーションでは，できる
だけ研究・開発を重ねることを免れて遠回りしないようにして，直接に世界
のレベルの肝心な技術へ突撃を始める。だから最大限度に貴重な物質の資源
とマンパワーを利用して，激烈なハイエンドの国際競争の中で冠を摘み取る
ことができる。
? 自主的に技術イノベーションは製造業の自立発展との内在する関連
１．完備した工業技術基礎上の発展の主導的な権力を把握
イノべーションは導入より更に深い段階の発展の手段だから，日本におけ
る多くの成功の企業は，イノベーションを企業ないし民族の生存して発展す
る決定的な環節，最も重要な生産・経営の活動と?える。彼らは普く特殊な
歴史の背景に鑑みて，日本の工業技術は多くて欧米をまねて発展したのであ
る。もしまねることに止まっただけならば，たとえまねの更によいことにし
ても，他人の後ではって進むことしかできない。もし完全に欧米の仕方を模
倣すれば，破産したのは日本企業だと?える。日本のそれぞれ企業は導入し
た技術と結び付けて，絶えずに製品，工芸及び組織のイノベーションを行っ
て，製造業を盛にし，その自主的な発展を実現して求めてきた。「勇敢に他人
がしなかった事をする」の挑戦者のソニーは，この認識の下で浮かんだイノ
べーション式の企業である。まさに発展する主導的な権力をしっかりと自分
で掌握しているやり方は，これが作り上げた初めは，500ドルの資本，20人の
従業員だけあった小企業に，続けざまに絶えないイノべーション活動を通っ
て，迅速に世界の電子企業の巨人に成長している。このような独立性も第二
次世界大戦の前，日本が採用した各種な新技術を得る方式の上に体験を通し
て，資本を出し合い合弁して株権で技術を交換し，技術特許を買い，独りで
現有技術の改造と新製品の市場開発を行ったのである。「たとえあれらが外国
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会社と協力する方式を選んだ企業だとしても，できあいな外来観念の受動的
に受け入れる者だけではない」。??例えば，その時，51％の株式でゼネラル・エ
レクトリックに売り出した東京の電気会社は，研究では米側から行うべきで
あって，日本側が後期の開発と集中の生産だけで責任を負うという，向こう
側がよって堅持している主張を拒絶した。日本企業は，新技術の開発が日本
の国家利益のためであり，必ず独立して自分の実験室を作り上げなければな
らないと思っている。??特許を買うことを選んだ企業は，更に自身の創造力の
向上に従って特許の技術に対する依存を減らして，絶えず強める独立性にた
より，世界工業における最新の発展から情報を捉らえて，それによって自分
の生産技術を開発した。このような情況は前世紀1920～30年代の日本化学工
業の企業にはわりあいに普遍的である。それは日本の企業が初めから現代製
造業の発展を自主的にする基礎の上に作り上げたことを表明している。
２．充分に自身の特長を発揮する発展の主動権
導入した後のもっと高い段階の創造に入って，創造の中で自分のブランド，
自分の技術の特色と自分の産業の優位を作り上げて，日本の製造業を導いて，
アジアを出て世界へ向かって行った。製造業の生産の方面では，導入するこ
とより比較すると，日本はもっともイノベーションにたけいると思うが，イ
ノべーションすることによって，日本は自分の技術進歩の方式で，近代工業
化の歴史発展に足を踏み入れ，イノべーションによって，日本は自分の持っ
た独特な優位でもって一つ現代の製造業大国を創造してきたのである。
日本の戦後自動車産業の発展は，経済回復の時期に，国外の組み立ての技
術を導入したことから，イノベーションを通して外国の車の国産化を実現す
ることを始めた。1960年代の前半，高度成長期の量産体制の下で，それは国
産での新しい車が品質と性能における技術イノベーションによって，日本の
乗用車を国際市場に登場させ始めた。あとの経済成長の過程の中で，日本は
イノベーションの足どりを加速して，車体の設計，汚染物質の排出を制御す
34．前引の苔 ・モリスー鈴木『日本の技術変革』第137ページ。
35．『東芝電気株式会社85年史』（東芝電気会社，1963年）を参?。
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るなどの技術を優勢にした。最後に環境保護，省エネルギー，倹約と実用的
なことを特徴にして国際市場の上で勝ちだす。トランジスターの技術は米国
の実験室によってまず発明したものであるが，しかし日本企業はこの技術の
将来性と実用価値に対する正確な判断を行って，トランジスターが発明して
から４年だけたって，発明者の本国がまだそれを用いて補聴器のような製品
を生産するののみに限られる時に，高い品質のイノべーション製品であるト
ランジスタラジオを世界へ推し進めて，それによって消費分野の電子革命を
誘発した。日本企業はトランジスタラジオ，ラジカセ，テレビなどの製品に
対する開発を行い，激しい競争の中で絶えず電子製品の小型化，高性能化，
価格が安くなったことをさせて，日本は世界中で最も強大な電子技術をもっ
た国になった。同じく，ロボットの技術は1968年に日本会社が米国企業と協
力する道を通って日本に入ってきたのであり，1970年日本は第一台の国産の
ロボットを開発した。それ以後一連のイノベーションと開発の努力を経って，
今日最高水準のロボット製品はすでに日本の特許になって，日本もそのため
全世界のロボット技術における最も先進な国家になった。この技術イノベー
ションに関連することは，生産過程と生産組織のイノベーションである。世
界に名を知られて更には欧米企業に見習われた豊田の生産様式は，典型的な
例である。まさに怠らない努力と生産過程の経常的なイノベーションに助け
を借りて，人々の頭脳を組み込んだ主動発展の意識に頼って，日本はわりに
短い時間で，欧米を追いかける歴史的な任務を完成し，工業技術の分野では，
米国，ドイツの両者に優劣がなくて，更にその製造業が国際競争の中の歴史
的地位を確立し始めた。
３．発展モードの融通な選択権
日本では，企業でもありそれとも地域でもある導入とイノベーション活動
は，すべて国家の資源の条件とマンパワーの特徴に基づいて行ったのである。
日本国勢の明らかな特徴，つまり資源の欠乏し，国土が狭く，しかし人口の
数量，予期寿命，経済活動の人口が総人口を占める比重，及び万人平?な在
校大学生の数で，主な標示とする人力資源は豊富であり，日本の技術導入と
イノベーションは，ここまですべて十分にマンパワ資源優勢を発揮すること
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と，最大限度に現有資源を保護して利用することをめぐって，中心として展
開したのである。例えば，欧米国家と違って，その前工業化時期の多くの革
新は，実際にはもっと多くの労働力を必要とする。このような経済史学者の
目からの「勤勉な革命」は，日本が大部分の原材料の不足，農業労働力の十
分に利用されない反映である。現代の経済発展の中で，日本では現場人員が
問題に対する思い切って処理する能力，伝承した生産技術のノウハウを利用
して，競争の主動権を勝ち取るものも，上述の問題のためにした最もよい注
釈である。通常の状況の下で，日本の各類企業もすべて融通にイノベーショ
ンの方向を選ぶことができて，それらがすべて自分の研究機構と相応する科
学研究の手段を持っている。しかもすべて新技術発展の情勢に適応して丁度
よい時期に経営組織を調整することができる。いくつかの有名な大企業は甚
だしきに至っては専業的分業のいくつもの研究所を持って，それによって企
業が使う技術の独創性の特色，および絶えず新技術を直ちに高い品質のイノ
べーション製品に転化することを保証している。長い間の導入とイノベー
ションが実行される中で，日本は自分の工業技術の基礎と国勢の特徴に適応
する技術イノべーション体系を作り上げた。その特徴は民間を主体とする技
術研究と開発の方式である。吸収と開発の結びつき，生産と革新を並行して
進める行動のモードである。漸進式のイノベーションと革命的な変革が一体
に統一される経常的な活動である。イノベーションに秩序があることと内容
の高い質量を確保するために，実施された研究所と本部の二重のイノべー
ション体制である。
? 導入とイノべーションの関係における経済史の観点
１．技術イノべーションに対する経済史の認識
日本製造業が技術イノベーションの歴史な過程に対する分析と思?を通し
て，私達は経済史の意義におけてイノベーションに対する深い理解をする。
⑴技術イノベーションは発明の初めての応用であり，同時に以前の技術蓄積
の一回の本質的な飛躍である。シュンペーターのイノベーションの定義に
よって，技術イノベーションとは発明の第１回の産業応用であり，この応用
は，製品のイノベーションと工程のイノベーションをも含んで，その上でま
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だイノベーションが各種のルートを通して伝播というような完備の過程をも
含んでいる。しかし，これはやはりイノベーションの各種の表現する形式だ
けで与えた定義だと思っている。一国の産業と経済の発展史の視角から観察
に来て，イノベーションは一つの地区あるいは若干の企業が，以前の学習と
技術の蓄積に頼って，実現した一回的な変化の意義を持つ技術の突破である。
例えば，日本が初期佐賀にみごとに造り上げた第一基の反射炉，および戦後
日本電子の企業がトランジスターの技術を運用して行った一連な新しい製品
開発などは，典型的な実例である。この強調的なものは，イノベーションの
発生される技術蓄積とその歴史的基礎である。これは各時期の技術発展の水
準と知識の発達程度に呼応する内生の過程である。⑵技術イノベーションは
一国の経済発展の内生的な過程として，それは製造業の産業構造調整と有機
的に結び付けることにおいてこそ，産業全体における技術進歩と産業発展水
準の向上を推進される。技術イノベーション経済学は技術イノベーションの
概念についての説明は，技術拡散の内容を含んだイノベーションの伝播を
通って経済の影響を生む過程である。製造業の技術イノベーションが全体の
産業進歩に対する影響は，産業構造の変化を通って現わしたのである。言い
換えると，技術の経済成長における歴史的過程からして，それは単独の企業
あるいはある地区がある時間に孤立的な行為ではないのである。工業の文明
の中で，最終の製品は，それぞれ部門，異なる工程が互いに協力しつながっ
ていることを通して，全体の工業体系を生産したからである。それに応じて，
これも技術イノベーションが各産業の部門間に互いに順次伝え，改革の継起
し，それによって産業全体の変化が発生することを促進する過程である。⑶
産業発展を推進するイノベーションは必然的に持続的なイノベーションであ
るが，技術イノベーションは持続的に絶えず行われると，それゆえ，このよ
うなイノベーションは民族的特色を持って本国の経済発展に合う特徴を有す
るのである。イノベーション経済学がイノベーションを与えた内包からして，
技術イノベーションは本質には科学技術を実際の中で絶えず応用する過程で
ある。新しい機能を備え新しい用途を持つ製品が絶えずに開発される。新型
のアイデアを持っている生産工程が絶えずに製造業の生産過程に入られる。
これらの新製品と新しい工程が絶えず同業界と他の業界とに普及するである。
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資源小国と経済発展の後進国であった日本は，まさにこのように一つ持続的
なイノベーションの過程を経験した。続けてイノベーションを実現されたと
いうのは，それが前近代から始め，明治の時期を経て，戦後に至って，ずっ
と自身の特徴に合うイノベーションの道をせっせとねらって探索しているか
らである。たとえその間には挫折と失敗の経験もあった。明らかに，国情の
特徴と民族文化の伝統に合うイノベーションの活動こそ強大な生命力を持っ
て，持続的に行うことができる。
２．日本の実例による掲示した導入とイノベーションの関係についての思?
⑴ 製造業発展の歴史な事実から出発して，漸進式のイノベーションを軽
視しなくて，盲目的な導入をも排斥しない。
有名な技術イノベーションの研究機構であるイギリスの蘇塞克斯（Sus-
sex）大学の科学政策研究所（Science Policy Research Unit）は，20世紀1980
年代に，技術イノベーションの分類を行った時，かつて漸進式のイノベーショ
ンと根本的イノベーションを区分に行った。前者は直接に生産に従事しる労
働者，技師の行った漸進と連続したイノべーション活動を指すのであり，後
者は研究と開発機関によって行って，観念の上で根本性の突破をもつイノ
ベーション活動を指す。それはよく製品のイノベーション，過程のイノベー
ションと組織のイノベーションという連鎖反応を伴って，そして一定の時期
中で産業構造の変化を引き起こす。??両者は発生の時間と空間が異なって，製
造業成長に対する役割及び経済に対する影響が異なっている。しかし相互の
関連，相互作用で有機的な融合もしてきた。日本製造業が近代から現代への
発展とモデルチェンジは，技術変革の視角から観察して，一部の漸進式のイ
ノベーションと根本的イノベーションを有機的に融合した歴史である。日本
の経験は私達を諭し示して，製造業における自主的なイノベーションの努力
に力を尽くす時には，決して漸進式のイノベーションという常に発生するイ
ノべーション形式を軽視すべきである。歴史の伝統を堅持して国情の特徴に
36． G.Dosi et al (eds):Technical Change and Economic Theory, London:Pointer
 
Books,1988 pp.45-59.
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合う漸進式のイノベーションの実行は，一国の製造業が根本的なイノベー
ションを実現する深い基礎である。
技術イノベーション自身の過程にとって，ある研究は関連な技術成果をふ
るい分けることが，企業の技術イノベーション活動を行う第一歩だと?え
る。??新技術のふるい分けに対して経済体の内部から新技術を得られること
なので，例えば企業の研究・開発部門からの技術であり，外部で異なる部門
から技術を得られることでもあって，時には他の企業あるいは大学などの専
門な研究機構からの技術であり，また国外から導入した技術である。だから，
導入とイノベーションという両者の間には，はっきりした一線がなかったと，
この意義の上から言える。私達は自主的なイノベーションを強調するので，
盲目的に導入を排斥するべきでなく，開放的な経済の条件の下でイノベー
ションにおける連鎖式の道を歩く。以上の経済史における研究は表明をして，
日本製造業が現代な西方の技術に対して導入に成功したことの一つの際立っ
た特徴は，独立自主の現代な技術体系を造り上げることを目的にしたことで
ある。そのため，それを有効に完備な工業技術体系の建設にサービスしさえ
すれば，導入は私達が自主的なイノベーションを実現する力強いツールにな
る。私達が飛躍的な発展を実現し製造業を強国を建設する力強い手段になっ
ているのである。
⑵ 製造業の発展中でイノベーションの必然性と非代替性の認識
日本製造業が技術導入し自主的に発展してきた産業成長の過程は，私達に
一つの事実を教えている。技術導入は一国の製造業水準の向上ないし産業構
造の調整に対して重要な影響と推進作用を持っているが，決してイノベー
ションに取って代わって一国の技術進歩を発展させる道筋になることはでき
ないのである。技術導入は各時期の産業成長と発育にある基礎と前提だけを
構成する。それは当民族の産業部門がその時国外の先進技術に対する理解と
一定の程度の掌握を示すからである。導入の先進的技術を本国の資源環境の
下で製造業の生産過程に応用すること，あるいは，さらに一つの新しい産業
37．王春法『技術イノベーション政策：理論基礎とツールの選択』（経済科学出版社，1998
年）第137ページ。
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を形成して，必ず設計，生産，販売，サービスまでこのような完備したイノ
ベーションの過程を経なければならないのである。日本企業のように，イノ
ベーションの過程の中で新しい思想を形成して，創造的な労働を追加して，
元からあった技術を昇華させて，もとの工程に再造させることができる。こ
のようなイノベーションの活動を通して，導入の技術を本国の資源と市場の
条件に合わせて，先進技術を自分の民族に特徴を持たせる。そのため，この
意義の上から言って，イノベーションは導入の目的であり，導入の外来的技
術が本土で発展する必然な段階である。
明らかに，ただ導入することだけ，導入した後及び導入の過程の中のイノ
ベーション活動の伴いがないと，それが経済に対するマイナス影響はかなり
深刻である。まず，導入した技術が本国の製造業部門の産業発展における有
効な運用に影響するのである。たとえ更に先進的な技術だとしても，もし本
国のマンパワーと物質の資源と有機に結合されなかったら，現実の生産力発
展の需要に適することができなくる。このような導入は資源の有効な配置を
実現することができないのであり，資源の浪費だと思う。その次に，自身の
製造業は難しくて技術の持続的な進歩と発展ということを実現しにくいので
ある。何時先進技術を得たと，何時発展の可能性があったと言うことしかで
きなくて，それによって製造業の技術進歩を一歩に歩いて一歩に止まる局面
を形成させて，産業発展の主動権を獲得することができなかった。
⑶ 一つの国家，一つの民族にとって，最も深刻なことは自分の新技術の
基礎を形成することができないことである。先進技術は永遠に他人の袋中の
ものであり，技術を持つ者が技術を譲渡するときは，その産業と製品が競争
力を弱めないと?える条件の下でしか得ることができない。言い換えると，
技術の上で人に束縛されるのである。この状況の下で，技術導入の自身の産
業経済学の意義をも失って，同時にも民族の独立と未来発展の技術基礎をも
喪失して，他人の技術随従者になる。事実は証明されている。創造能力がな
い民族が尊重を勝ち取ることはできないのであり，このような民族は本当な
先進的な技術を導入することがあり得なくても，更に世界各民族に自立する
ことがあり得ない。
要するに，正しく導入とイノベーションの関係を処理して，導入とイノベー
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ションを有機的に結びつけ，調和的に運営し，最大限度に人類の知識と技術
の資源を利用することである。最も短い時間を使って世界における製造業強
国の技術の開きを縮小して，最も速いスピードで国が富み民が栄える発展目
標を実現することである。日本産業発展の歴史的な経験を参?にすることは，
国情の特徴によって導入とイノベーションという関係を認識し処理して，私
達の自主的な創造能力を引き上げて，中国製造業の自主的な発展を実現する
基礎的仕事であり，技術イノベーションにおける科学な発展観でもあると?
えている。
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